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(第 1 章）

(第 2 節）

(第 1 施策）

単位

① 回

② 人

③ 回

④ 人

①

②

③

別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1702 事務事業名 保健福祉計画検討委員会事業 作成部署 保健福祉部福祉課 内線８００

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 三熊秀範 課長職名 木下隆司 作成日 平成22年5月31日

事務事業開始年度 H18
根拠法令等 　北広島市保健福祉計画検討委員会設置条例

〃  終了予定年度

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

　安全で安心できるまち

　地域福祉

　地域福祉推進体制の充実

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

　市民

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　保健福祉諸計画（地域福祉計画、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、障がい福祉計画、障が
い者福祉計画、次世代育成支援対策推進行動計画及び健康づくり計画）が効果的に実効をあげていく
ために、市民代表による意見集約の場として、市民及び保健福祉医療機関関係者による委員会を設置
し、幅広く市民の声の施策への反映を図る。

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

【２０年度】　保健福祉諸計画の策定と推進のため、計画期間が満了していない次世代育成支援対策推進行動計画
を除く諸計画について、福祉施策懇談会の各部会や全体会議での協議を経て、計画を策定。（部会は、地域福祉・
高齢福祉・障がい福祉・児童福祉の４部会）
【２１年度】　次世代育成支援対策推進行動計画について、部会や全体会議での協議を経て、後期行動計画を策
定。
（平成２２年度から名称を「保健福祉計画検討委員会」に変更。）

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　保健福祉諸計画（地域福祉計画、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、障がい福祉計画、障が
い者福祉計画、次世代育成支援対策推進行動計画及び健康づくり計画）について、進行管理を予定。

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

直接事業費

 国支出金

 道支出金

 地方債

 その他特財

 一般財源 1,441 525 467 1,910

 ① 合　計 1,441 525 467 1,910

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.30 0.01 0.10 0.30

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ④ ＝②×③ 2,700 90 900 2,700

　総　事　業　費  ①＋④ 4,141 615 1,367 4,610

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

基 本
指 標

活 動
指 標

委員会開催回数 1 1 3

委員会委員出席延べ人数 23 30 90

各部会開催回数 7 4 19

部会委員出席延べ人数 45 30 155

成 果

指 標

委員出席率（委員会）
％

68
(23/34)

88
(30/34)

88
(90/102)

委員出席率（部会）
％

80
(45/56)

88
(30/34)

88
(155/177)

【指標の定義（算式等）】



評点

□ ■

□

□

□

■

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

整理番号 1702
【３ 評　価 （チェック）】

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　保健福祉諸計画の実施状況の点検や進行状況の確認
をしながら、保健福祉施策を推進させるための意見交
換の場を設けて市民の声を行政に反映させる必要があ
る。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3

　多様化する福祉ニーズや地域の課題など、市民の声
を保健福祉施策に反映させるために有効な方法であ
る。
　また、委員の会議出席率も高く、様々な意見も出さ
れている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3

　保健福祉施策を推進するため、多様化する福祉ニー
ズや地域の課題などを継続的に意見交換することが重
要である。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

3
　当該事業は全ての市民に関わることであり、その利
益が特定の個人や団体に偏っておらず適切である。

評点区分 ３　適切　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　１　不適切

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

統合

　計画策定時はもとより、計画の進行管理においても、各施策事業
の評価などで幅広く市民の声を施策に反映させていくため、本事業
を継続していく。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化

　自己評価のとおり現状継続（平成23年度は計画見直し年であり事業費が
増加する。）とする。

見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

平成23年度に向けた具体的な方向性
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(第 1 章）
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単位

① 人

② 人

③ 人

④
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別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1703 事務事業名
恵庭地区保護司会北広島分区補

助事業
作成部署 保健福祉部福祉課 内線８００

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 三熊秀範 課長職名 木下隆司 作成日 平成21年5月31日

事務事業開始年度 Ｓ48
根拠法令等 　保護司法

〃  終了予定年度

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

　安全で安心できるまち

　地域福祉

　地域福祉推進体制の充実

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

　保護司

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　保護司は法務省保護観察所とともに、罪を犯した人の更生援助のほか犯罪予防や地域社会
の安全のための啓発活動を行うことから、保護司会の活動や研修に対し支援するものであ
る｡

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

【保護司会の活動】
・恵庭地区保護司会主催の研修会出席(年4回)、北広島分区自主研修会（1回）
・刑務所の視察研修
・社会を明るくする運動(啓発活動)の実施

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　　同　上

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

直接事業費

 国支出金

 道支出金

 地方債

 その他特財

 一般財源 830 803 803 803

 ① 合　計 830 803 803 803

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.05 0.05 0.05 0.05

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ④ ＝②×③ 450 450 450 450

　総　事　業　費  ①＋④ 1,280 1,253 1,253 1,253

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

基 本
指 標

活 動
指 標

保護司の人数 15 15 15

研修会延べ参加者数 47 50 50

視察研修参加者数 13 13 13

成 果

指 標

研修会参加率

％ 78 83 83研修会延べ参加者数÷開催回数）
÷保護司数

一人あたり補助金額
円 53,500 53,500 53,500

補助金額÷保護司数

【指標の定義（算式等）】



評点

□ ■

□

□

■

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

整理番号 1703
【３ 評　価 （チェック）】

チ ェ ッ ク 項 目 平成20年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　犯罪件数が増加しているなか、犯罪者の更生援助と犯罪防
止の啓発を行う保護司の役割は重要である。
　法務大臣が委嘱する保護司は、市の犯罪予防施策へ協力す
る役割も担っており、行政が関与すべきである。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　保護司の処遇能力向上のための研修や犯罪予防のた
めの街頭啓発などを実施しており、有効な方法である
と考える。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
  活動に要する経費の実費支給、研修や啓発などに対
する支援であり、適切である。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

3

　保護司自ら市内企業などから賛助会費を募集し、保
護司会の活動財源に充当している。また、視察研修に
おいても自己負担を設けていることから妥当と考え
る。

評点区分 ３　適切　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　１　不適切

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

統合

　保護司は、罪を犯した人の更生援助のほか、犯罪予防のための｢社
会を明るくする運動｣を実施するなど、地域社会の浄化に向けた公益
的な事業に取り組んでおり、今後も継続する必要がある。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化

　補助にあたり、要綱などを整備すべきである。

見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

平成23年度に向けた具体的な方向性



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 1703 ＜継続用＞

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 　恵庭地区保護司会北広島分区補助金

交付先の名称
及び代表者名

　恵庭地区保護司会北広島分区　分区長　藤田純弘 設立年

 構成員(団体)数 　15人 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

　犯罪者の更生を援護するとともに、犯罪予防のための啓発活動を実施し、地域社会の公共の福祉に
寄与することを目的としている｡

 交付先団体等の
 活動内容

【保護司会の活動】
　・更生保護の推進と犯罪予防の啓発
　・研修実施による保護司資質の向上
　・保護司相互の連絡調整

事務局の状況
（20年度）

□補助団体にある ■市役所にある

補助金等の充当
状況（20年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 830 802 802

恵庭地区社明運動補助金 250 250 150

賛助会費交付金 261 222 230

負担金 86 75 645

雑収入 1 0 1

繰越金 51 97 74

収　入　合　計 （Ｂ） 1,479 1,446 1,902

支　　出

活動費 609 630 630

研修費（視察研修） 263 251 795

旅費 77 103 100

負担金 150 150 150

事業費 77 141 115

需用費・役務費 148 37 29

その他 58 60 83

支　出　合　計 （Ｃ） 1,382 1,372 1,902

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 97 74 0

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

60 58 42

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

すべての経費 すべての経費 その他を除く経費

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 1,382 1,372 1,819

補助・交付金の算出根拠
　活動費・研修費　１人48,500円
　恵庭地区保護司会負担金　１人　10,000円×1/2

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 60 58 44


